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１ 評価の目的 

 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が実施する評

価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競

争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，

大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価す

ることにより，①その教育研究活動等の改善に役立てる

とともに，②評価結果を社会に公表することにより, 公
共的機関としての大学等の諸活動について，広く国民の

理解と支持が得られるよう支援・促進していくことを目

的としている。 

 

２ 評価の区分 

 機構の実施する評価は，平成 14 年度中の着手までを試

行的実施期間としており，今回報告する平成 13 年度着手

分については，以下の 3 区分で，記載のテーマ及び分野

で実施した。 

① 全学テーマ別評価（教養教育（平成 12 年度着手継

続分），研究活動面における社会との連携及び協力） 

  ② 分野別教育評価（法学系，教育学系，工学系） 

  ③ 分野別研究評価（法学系，教育学系，工学系） 

 

３ 目的及び目標に即した評価 

 機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分

に発揮できるよう，当該大学等が有する目的及び目標に

即して行うことを基本原則としている。そのため，大学

等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理的

条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に目的

及び目標が整理されることを前提とした。 

 

○分野別研究評価「工学系」について      

 
１ 評価の対象組織及び内容 

 このたびの評価は，設置者（文部科学省）から要請の

あった６大学（以下「対象組織」）を対象に実施した。 

 評価は，対象組織の現在の研究活動等の状況について，

原則として過去 5 年間の状況の分析を通じて，次の 5 項

目の項目別評価により実施した。 

 1) 研究体制及び研究支援体制 

  2)  研究内容及び水準 

  3)  研究の社会（社会・経済・文化）的効果 

4) 諸施策及び諸機能の達成状況 

5) 研究の質の向上及び改善のためのシステム 

 
２ 評価のプロセス 

① 対象組織においては，機構の示す要項に基づき自

己評価を行い，自己評価書を機構に提出した。 

② 機構においては，専門委員会の下に評価チームと

部会（後記研究水準等の判定を担当）を編成し，自 

 
 
己評価書の書面調査及び訪問調査の結果を踏まえて

評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，

後記３の｢Ⅴ 意見の申立て及びその対応」を経た上

で，大学評価委員会で最終的な評価結果を確定した。 

 

３ 本報告書の内容 

 ｢Ⅰ 対象組織の現況及び特徴｣，｢Ⅱ 研究目的及び目

標｣及び「◇ 特記事項」の「1 対象組織の記述」は，対

象組織から提出された自己評価書から転載している。 

 ｢Ⅲ 評価項目ごとの評価結果｣は評価項目ごとに，貢献

度（達成度又は機能）の状況を要素ごとに記述している。 
貢献度（達成度又は機能）の状況は，要素ごとの取組

の状況と当該要素の研究目的及び目標の実現に向けた貢

献（達成又は機能）の程度（「十分貢献（達成又は機能）

している」，「おおむね貢献（達成又は機能）している」，

「かなり貢献（達成又は機能）している」，「ある程度貢

献（達成又は機能）している」，「ほとんど貢献（達成又

は機能）していない」の５種類）を用いて示している。 
また，当該項目の水準を，以下の５種類の「水準を分

かりやすく示す記述」を用いて示している。なお，これ

らの水準は，対象組織の設定した目的及び目標に対する

ものであり，相対比較することは意味を持たない。 

・ 十分貢献（達成又は機能）している。 

・ おおむね貢献（達成又は機能）しているが，改善

の余地もある。 

・ かなり貢献（達成又は機能）しているが，改善の

必要がある。 

・ ある程度貢献（達成又は機能）しているが，改善

の必要が相当にある。 

・ 貢献しておらず（達成又は整備が不十分であり），

大幅な改善の必要がある。 

 また，前記１の 2)及び 3)の評価項目については，学問

的内容や社会的効果の評価結果を記述している。 

 さらに，2)の評価項目においては，対象組織全体及び

領域ごとの研究内容及び水準の割合を示している。この

割合は，教員個人の業績を複数の評価者(関連分野の専門

家)が，国際的な視点を踏まえつつ研究内容の質を重視し

て，客観的指標も参考活用する方針の下で判定した結果

に基づくものである。また，3)の評価項目においても，

2)と同様に教員個人の業績を基に，対象組織全体及び領

域ごとの社会的効果の割合を示している。 

 ｢Ⅳ 評価結果の概要｣は，評価結果を要約して示してい

る。  
｢Ⅴ 意見の申立て及びその対応｣は，評価結果に対する

意見の申立てがあった対象組織について，その内容とそ

れへの対応を示している。 

 「◇ 特記事項についての所見」は，対象組織が記述し

ている特記事項について，評価項目ごとの評価結果を踏

まえて所見を記述している。 

 

４ 本報告書の公表 

本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 

○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について  

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 
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１ 機関名 

 東京工業大学 

 

２ 学部・研究科名 

 精密工学研究所 

 

３ 所在地 

 〒226-8503  横浜市緑区長津田町 4259 

 

４ 学部・研究科構成 

知能化工学研究部門 

極微デバイス研究部門 

精機デバイス研究部門 

高機能化システム研究部門 

先端材料研究部門 

マイクロシステム研究センター 

極微メカノプロセス客員研究部門 

バイオティック集積工学客員研究部門 

特許情報処理（JAPIO）寄附研究部門 

 

５ 学生数及び教員数 

①学生数 

  総合理工学研究科の協力講座として 

大学院学生・修士 １５８名 

大学院学生・博士  ５２名 

②教員数 

４９名    
 
６ 特徴 

本研究所の沿革は以下のとおりである。昭和 14 年に

設置された精密機械研究所と昭和 19 年に設置された電

子工学研究所（昭和 21 年に電気科学研究所に改称）を

昭和 29 年に合併し，設置目的を「精密工学に関する学

理及びその応用の研究」と標榜して，機械，電気，材料

の学際的な研究分野の研究者を擁する精密工学研究所

（英語名 Research Laboratory of Precision Machinary 
and Electronics）に改組している。当初の組織構成を時

代の要請に従い順次拡充してきたが，平成 5 年には研究

所の将来計画に基づき，「精密と知能を融合した新しい精

密工学」の創成を目指して，情報・電気・機械・材料の

分野からなる学際的 5 大研究部門に改組している（これ 

 
に先立ち平成 3 年には，英語名  Precision and 
Intelligence(P&I) Laboratory に変更している）。平成 12
年にはマイクロシステム研究センターが設置された。現

在は，5 大研究部門，2 客員研究部門，1 寄附研究部門，

及び 1 研究センターから成る研究組織で，学際領域の最

先端研究を推進している。この間，開かれた研究所とな

るべく，全学に先駆けて平成 6 年及び平成 9 年に外部評

価委員会を設け，外部評価を実施し，その結果に基づき，

研究所公開，産官学共同研究などを積極的に実施してい

る。 
本研究所の特質を要するに，情報・電気・機械・材料

の異なった研究分野に渉る研究者を擁して，精密工学に

関する研究を学際研究として推進できる体制につきる。

これにより，他の研究機関では実施し難い学際領域，複

合領域，境界領域における機動性の高い研究体制を実現

している。さらに試作工場を有し，実用化を目指した物

づくりの伝統を維持している。 
現在までに，水晶振動子，数値制御（NC），面発光レ

ーザなどの分野において，世界でトップクラスの成果を

あげ，新たな産業を創出してきた。数値制御は，本研究

所の特長である異なる分野の研究者が共同してシナージ

効果を発揮したもので，我国の工作機械やロボットの発

展にも大きく貢献している。また，シナージ効果により，

「静粛工学」という新しい工学分野の開拓も行い，産業

界から得た多くの賛同に基づき産学共同研究を実施して

いる。これらは本研究所の研究体制に基づく先端的・独

創的なプロジェクト研究の良い例である。最近の特筆す

べき事項として，本研究所から発想され，新しい分野を

切り拓きつつある面発光レーザを中心とする「超並列光

エレクトロニクス」が文部省中核的研究拠点（COE）形

成プログラムに平成 7 年に選定され，その発展形態とし

て平成 12 年にはマイクロシステム研究センターが設置

されていることがあげられる。 
現在，平成 12 年 12 月に策定された科学技術基本計画

において重点化されている分野でもあるナノテクノロジ

ー・ナノマテリアル分野及び情報通信分野において，国

内外及び産官学との共同研究を推進するとともに，世界

にその研究成果を発信している。また，面発光レーザの

研究成果は，世界的に 1000 億円規模の新しい産業の創

出をもたらしている。 

Ⅰ 対象組織の現況及び特徴 
   

※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 
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１ 研究目的 
 

情報，電気，機械，材料の専門分野からなる学際的な

組織構成を活かし，機動性の高い研究組織を構成し，精

密工学に関する複合領域，境界領域におけるマイクロ・

ナノ工学までを含む総合的な領域で既存の産業を支える

だけでなく，新産業の萌芽となる基礎から実用化に至る

独創的・先端的な世界トップレベルの研究を推進して産

業の発展と人類の幸福への貢献を使命とする。その使命

のもと，次の４点を研究目的として設定する。 

 

(1) 組織と体制を，国内外との人事交流及び共同研究を

促進できる流動性・弾力性を備えたものへと変革し，

研究を円滑に推進するための支援システムと設備

の充実を図る。 

(2) マイクロ・ナノ，情報通信に特徴づけられる研究所

の先端的・独創的なプロジェクト的研究と，精密工

学を基盤とした新産業の萌芽となる要素技術の基

礎研究をバランス良く進める。 

(3) 社会からの要請に応えることができる研究及び専

門的な知識に関する知的財産の形成により，社会へ

の貢献を行う。 

(4) 研究所の方針と成果を社会に公開し，意見を求め，

研究の質の改善と向上を図る。 
 
２ 研究目標 
 

上記の研究目的を実現するために，以下のとおり研究

目標を設定する。 

(1) 流動性と弾力性を備えた組織と体制への変革 

(1.1) センターオブエクセレンス（COE)の形成及び

先端的研究のセンターへの育成。 

(1.2) 客員部門，寄附部門の設置及び機関連携等に

よる国内外との人事交流並びに共同研究の推

進を通じて国際的共同研究環境を構築。 

(1.3) 研究を円滑に推進し，競争的資金を獲得するシ

ステムを構築するための研究体制の検討組織

の構築，及びプロジェクト研究を推進するため

に必要な施設と大型設備の充実。 

 

(2) マイクロ・ナノ領域を含む精密，知能，情報，環境 

 

にかかわる新規技術・学術分野の創成。 

(2.1) 産業基盤技術の開拓を目指す以下の先端的なプ

ロジェクト的研究の推進。 

○ 高度情報化社会を実現するための，人間の情報処

理機能の解明，人間を中心とした情報処理システ

ムの実現。 

○  大容量情報処理・情報伝達のための光・電子・波

動応用デバイスの実現。 

○ MEMS（微小電子機械システム），マイクロマシン

の創成。 

○  ナノモーションコントロールの研究。 

○  デバイスを構成するマイクロ・ナノ材料の評価シ

ステムの開発と実用化。 

(2.2) 新産業の萌芽となる以下の基盤研究の推進 

○ 高度情報化社会のための人間情報処理方式の解

明によるヒューマンインターフェイスと高次な

知識情報処理法の原理とシステムの創成。 

○ 次世代大容量情報処理・情報伝達のための光・電

子・波動応用デバイスの創成。 

○ 精密メカノデバイスの研究。 

○ 精密インテリジェントメカノシステムの研究。 

○ 高機能化・多機能化先進材料の開発と評価システ

ムの創成。 

○ 静粛で快適な環境を目指す静粛工学の創成。 

 

(3) 大学技術移転機関（TLO）の活用による企業との連

携システムを構築し，社会的要請に応える実用化研

究の推進及び研究成果に基づく知的財産の形成。 

 

(4) 研究の質の改善と向上を図るためのシステム 

(4.1) 研究の質の改善と向上のための諸体制を所内

に組織し，自己評価，外部評価並びに広報活

動を積極的に行う。 

(4.2) 研究成果に対する外部評価を定期的に行うと

ともに，所員相互の研究活動を評価する体制を

整えることにより，トップレベルの研究水準を

維持するための施策に反映させる。 
 

Ⅱ 研究目的及び目標 
   

※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 
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 ここでは，対象組織の「研究体制及び研究支援体制」

の整備状況や「諸施策及び諸機能」の取組状況を評価し，

その結果を「目的及び目標の実現への貢献度の状況」と

して示している。また，特記すべき点を「特に優れた点

及び改善点等」として示している。 

なお，ここでいう「諸施策及び諸機能」の例としては，

学科・専攻等との連携やプロジェクト研究の振興，人材

の発掘・育成，研究資金の運用，施設設備等研究支援環

境の整備，国際的又は地域的な課題に取り組むための共

同研究や研究集会の実施方策，大学共同利用機関や学部

附属施設におけるサービス機能などが想定されている。 

 

◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 

 

【要素１】研究体制に関する取組状況 
５つの研究部門の相互の連携とマイクロシステム研究

センター，客員部門の連携，役割が明確である。また，

研究企画活性化，広報，研究支援のために所内委員会が

整備されており，研究目標(1.3)達成の体制が作られてい

る。しかし，委員会の開催頻度が多いことなどで研究活

動に支障をきたすことが危惧される。 

５研究部門とは別に，研究部門を越えたバーチャルな

５つの研究コアグループを結成し，所員は一つ以上の研

究コアに所属している。コアグループは研究所を学際的

領域に機動性高く展開する組織とするのに寄与している。 

安全管理体制のシステムが系統的で具体的である。年

１回の検査結果をホームページで公表し，改善を求め，

次年度には再検査を実施している。また，実験における

安全管理にも留意されている。 

東京工業大学内に全学組織として設置されている大学

技術移転機関（TLO）を活用することで，研究所からの特

許申請数は増加しているが，特許を利用して産業化に結

びつける方策，あるいは特許出願をより活性化する具体

的システムの構築については未だ途上にある。 

 

以上の状況から，要素１の貢献の程度は，「おおむね貢

献している」と判断できる。 

 

 

【要素２】研究支援体制に関する取組状況 
国際交流は定常的に進められているが，長期外国人客

員研究員はアジアに偏っている。共同研究の促進体制に

は研究コアグループが対応して取組んでいる。 

佐々木重雄基金を活用して若手研究者を国際会議へ派

遣する制度が整っている。また，その際に研究機関への

訪問を義務づけていることは特色がある取組である。し

かし，基金活用の周知が対象若手研究者に必ずしも十分

ではない。 

機械工場，真空加工システム室，材料評価室，バーチ

ャルメディア実験室なども整備され，国外を含め学内外

にも公開される体制が作られている。それらの運営には

運営委員会が当たっている。また，機械工場の運営につ

いては，様々な工夫がなされている。 

 

以上の状況から，要素２の貢献の程度は，「おおむね貢

献している」と判断できる。 
 
【要素３】諸施策に関する取組状況 

平成 13 年度から若手教員の任期制を取り入れており，

流動性を高める努力が各レベルで進んでいる。選考に際

して学内の関連部局とも連携している。 

研究費とリーダーシップ経費が規則に基づいて適切に

配分されている。基礎的研究や萌芽的研究，長期間必要

とする研究などの支援を意図して，研究費を教授と助教

授に均等に配分している。リーダーシップ経費を，公募

によって若手研究者を対象に重点的に配分しているのは

独特な取組である。 

「企画運営委員会」，「研究体制委員会」主導の立案で

国の競争的資金を獲得する努力が行われ，その成果が実

っている。 

助教授・助手の任期制の導入とともに始められた教授

プレゼンテーションの開催は独特な取組であり，発表

者・聴講者両方において好評である。また，P&I フォー

ラム，精研談話会などが定期的に開催され，学際的研究

の萌芽の場を与えている。 

 

以上の状況から，要素３の貢献の程度は，「おおむね貢

献している」と判断できる。 
 
 

Ⅲ 評価項目ごとの評価結果  

１ 研究体制及び研究支援体制 
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【要素４】諸機能に関する取組状況 
微小機械電子システム（MEMS）による試作サービス，

マイクロナノ材料評価サービスなどが整備されており，

十分活用されている。共同利用の設備に関する運営委員

会が機能しており，学外からの利用に対する体制が作ら

れている。真空加工システム室，材料評価室，バーチャ

ルメディア実験室で年間 6,000 時間の利用を可能にして

いる体制は評価される。稼働率が高いために共同利用に

供する時間が少なくなっていると自己評価しているが，

これらの設備は，学内からの共同利用に関しては，十分

活用されている。 

 

以上の状況から，要素４の貢献の程度は，「十分貢献し

ている」と判断できる。 
 
【要素５】研究目的及び目標の趣旨の周知及び公表に関

する取組状況 
複数の方法で周知，公表の努力がなされている。各種

出版物が定期的に発行されており，ホームページも維

持・整備されている。 
 

以上の状況から，要素５の貢献の程度は，「おおむね貢

献している」と判断できる。 
 

以上の状況から，研究体制及び研究支援体制の項目全

体の水準は，目的及び目標の達成におおむね貢献してい

るが，改善の余地もある。 
 
◇特に優れた点及び改善点等 

 
研究活性化のために企画委員会，研究体制委員会が設

置されており，有効に機能している。委員会の開催頻度

が多いことなどで研究活動に支障をきたすことが危惧さ

れる。 

基礎的研究や萌芽的研究，長期間必要とする研究など

の支援を意図して，研究費を教授と助教授に均等に配分

し，リーダーシップ経費を所長裁量で若手に配分してい

る。 

年１回開催される精研総会における教授プレゼンテー

ションとそれに対する所員からのコメントを求める制度

は特徴がある。 

施設･設備の利用(共同利用を含む)の体制が作られて

いるが，稼働率が高すぎて，共同利用に向けられる時間

に限りがある。 

各種出版物や，ホームページなどによって広報活動が

積極的に進められている。 
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２ 研究内容及び水準 

 
ここでは，対象組織における研究活動の状況を評価し，

特記すべき点を「研究目的及び目標並びに教員の構成及

び対象組織の置かれている諸条件に照らした記述」とし

て示している。また，教員の個別業績を基に研究活動の

学問的内容及び水準を判定し，その結果を「組織全体及

び領域ごとの判定結果」として示している。 
なお，業績の判定結果の記述の中で用いられている「卓

越」とは，当該領域において群を抜いて高い水準にある

こと，「優秀」とは，当該領域において指導的あるいは先

導的な水準にあること，「普通」とは，当該領域に十分貢

献していること，「要努力」とは，当該領域に十分貢献し

ているとはいえないことを，それぞれ意味する。 
 

◇研究目的及び目標並びに教員の構成及び対象組

織の置かれている諸条件に照らした記述 

 
東京工業大学精密工学研究所は目的・目標において研

究の流動性と弾力性とを第一に掲げており，これを実現

するために研究所の持つ機動性を活用することにより，

精密工学に関して世界的レベルで多くの成果をあげてい

る。すなわち，情報，電気，機械，材料などの分野の研

究者を擁して，５つの研究部門を中心として研究を推進

するとともに，研究部門を横断するバーチャルな研究組

織としての研究コアグループを設けており，このコアグ

ループが研究所の学際的活動に寄与している。さらに，

所内での集会において，教授プレゼンテーションを義務

付けるなど独特の方策により，所内の活性化を図ってい

る。 

面発光レーザーに関する「超並列光エレクトロニクス」

は国際的に高く評価されており，これが文部科学省中核

的研究拠点（COE）形成プログラムに選定され，その成果

に基づいてマイクロシステム研究センターとして発展す

るとともに，面発光レーザーや平板マイクロレンズの実

用化など，情報通信分野における新産業創成にも貢献し

ている。このように目的・目標の第二に掲げる新産業の

創出を通じての社会貢献においても成果をあげつつある。 

 

組織全体及び領域ごとの判定結果 

（全領域） 

精密工学研究所は教員の数が多くはなく，また研究も 

 

コアグループ等で研究部門を越えて進められているの

で，研究領域にまたがった記述とする。 

研究所の教員の研究分野は，機械系，電気系，情報系，

材料系にわたっている。研究水準については，教員（教

授 15 名，助教授 14 名，助手 16 名，計 45 名）中の 1 割

強が卓越，５割弱が優秀，３割強が普通，若干名が要努

力と判定された。 

なお，研究内容については，自己申告されている事項

を基礎に，以下のように判定された。 

研究の独創性については，１割強が極めて高く，４割

が高い。研究の有用性については，１割弱が極めて高く，

５割弱が高い。研究の新規性については，１割弱が極め

て高く，４割弱が高い。研究の発展性については，若干

名が極めて高く，３割強が高い。他分野への貢献につい

ては，若干名が極めて高く，１割弱が高い。 

金属ガラスの薄膜化と微細構造体への多岐に亘る応用

に関する研究，新しいマイクロアクチュエータや新駆動

システムの開発とマイクロマシンシステムへのその応用，

接着接合部の強度解析における新しい実験，解析手法の

開発とその実用化研究，マイクロマテリアルの評価シス

テムの開発と国際共同研究，等が注目される。 

電気系領域の教員は全体の約 1/4 を占め，極微デバイ

ス部門あるいはマイクロシステム研究センターに所属し

て，主として大容量情報処理・情報伝達のための光・電

子・波動応用デバイスの実現への研究に従事しているが，

その研究水準には高く評価されるものが少なくない。 

まず本研究所において発明された半導体面発光レーザ

は，その後国内外で広く研究されるところとなった。本

研究所は，文部科学省中核的研究拠点（COE）形成プログ

ラム「超並列光エレクトロニクス」その他を通じて半導

体面発光レーザ及びその材料と作製法の研究開発を先導

し，世界に誇れる多くの成果をあげると共に，マイクロ

システム研究センターへの結実を得た。この分野の近年

の成果としては，InGaAs 系高歪量子井戸面発光レーザの

実現とその長波長化，窒化物系の長波長帯面発光レーザ

の実現などがある。併せて，これらの高度な半導体光デ

バイスの応用研究も活発化しつつある。 

その他のデバイスについても，高速回転，長寿命運転

を可能とした新原理に基づく超音波モータは有用で，評

価が高い。また分布型/多点型の歪・音響センサもユニー

クである。強誘電体ゲートトランジスタの研究において，

浮遊ゲートを用いた MFMIS 構造を採用した実用化レベル

の素子の作製も報告された。 
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情報系のグループは小さいが，独創性に優れた基盤研

究として，例えば，神経回路網などの学習モデルの代数

幾何学的な厳密理論に関する研究などがある。また独創

性とともに有用と考えられる優れた研究として，力覚を

利用した三次元インタフェースの研究など，人間の情報

処理機能解明と人間中心の情報処理システムに関する萌

芽的研究とプロジェクト研究に取組み，産業創生にも貢

献している。 

微小デバイス用の材料の機械的性質を計測するため，

ミクロンサイズの材料評価試験装置を開発したこと及

びそれらを利用して生み出された研究成果は優れた業

績である。また，アモルファス材料中に応力を負荷し，

配向した強磁性相を析出させた試みも評価される。 
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３ 研究の社会（社会・経済・文化）的効果 

 
ここでは，対象組織における研究の社会（社会・経済・

文化）的効果について評価し，特記すべき点を「研究目

的及び目標並びに教員の構成及び対象組織の置かれてい

る諸条件に照らした記述」として示している。また，教

員の個別業績を基に社会的効果の度合いを判定し，その

結果を「組織全体及び領域ごとの判定結果」として示し

ている。 
なお，業績の判定結果の記述の中で用いられている「極

めて高い」とは，社会的に大きな効果をあげた非常に高

い内容であること，「高い」とは，相当な効果をあげた内

容であることを，それぞれ意味する。 
 

◇研究目的及び目標並びに教員の構成及び対象組

織の置かれている諸条件に照らした記述 

 
東京工業大学精密工学研究所は，その目的において研

究を通じて産業の発展と人類の幸福への貢献を掲げてお

り，基盤研究とともにプロジェクト研究を推進し，その

成果を通じて社会に貢献することを旨としている。面発

光レーザーに関する研究のように千億円規模の産業創出

に寄与するとともに，各種の共同研究や受託研究などを

通じても産業界との連携を図っている。 

東京工業大学の全学組織としての TLO を活用して社会

の要請に応えつつあるが，産官学連携を標榜する研究所

としては，知的財産の形成に関しての期待が大きいだけ

に，改善の余地がある。 

 

組織全体及び領域ごとの判定結果 

（全領域） 

精密工学研究所は教員の数が多くはなく，また研究も

コアグループ等で研究部門を越えて進められているので，

研究領域にまたがった記述とする。 

社会・経済・文化への効果については，１割弱が極め

て高く，４割弱が高い。 

文部科学省中核的拠点形成プログラム「超並列光エレ

クトロニクス」その他を通じて行われてきた半導体面発

光レーザ及びその材料と作製法，関連応用の研究開発は

世界に誇れる多くの成果をあげてきている。 
半導体面発光レーザは，端面発光型半導体レーザに比

較すると量産性，経済性等において優れた点があって， 

 
光通信の光源として一定の地位を占めつつあり，全世界

的にみると社会的効用は莫大である。 

半導体理工学研究センター（STARC）との間の「GHz 信

号伝送多層配線技術」の共同研究は，実製品に直結しう

る研究として，社会的期待度が大きい。 

人間の情報処理機能解明と人間中心の情報処理システ

ムに関する萌芽的研究とプロジェクト研究は，特許取得

と産業創生にも貢献している。例えば，力覚を利用した

三次元インタフェースの研究は独創性，有用性に優れた

研究であり，その成果はベンチャー企業から製品化され

ている。また，複雑に結合されたパイプを流れる流体系

の設計研究は実際関東圏の都市ガス供給システムに使わ

れていて社会的効果が大きい。 

マイクロ用材料評価試験装置が開発され，市販されて

いることは高く評価される。 

MEMS，マイクロマシンの創成，ナノモーションコント

ロールに関する知的財産の形成が評価できる。精密メカ

デバイスの研究は将来性が期待される。天燃ガス用ガス

ガバナシステムのシミュレーション手法は実用に供され

ている。静粛工学は社会に重要な新しい学問分野として

認知されつつある。 
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４ 諸施策及び諸機能の達成状況 

 
ここでは，評価項目「１ 研究体制及び研究支援体制」

でいう「諸施策及び諸機能」の達成状況を評価し，その

結果を「目的及び目標に照らした達成度の状況」として

示している。また，特記すべき点を「特に優れた点及び

改善点等」として示している。 
 

◇目的及び目標に照らした達成度の状況 

 

【要素１】諸施策に関する取組の達成状況 
研究コアグループは特色ある取組であり，「先端情報メ

ディア研究コア」など５つのコアグループが活動してい

る。 
「超並列光エレクトロニクス研究コア」は，COE 形成

プログラムの研究推進の母体となり，成果をあげている。

このプログラム終了後には「マイクロシステム研究セン

ター」に発展させることに成功している。この発展には，

研究体制委員会が企画面で寄与している。また，同委員

会は，他のプロジェクト研究についても立案，推進，調

整を進めて高い業績をあげている。 
教員の採用に際しては，学外経験等も考慮されてはい

るが，結果としては，現在の教員は，東工大学内出身者

によって多く占められている。 

科学研究費補助金の採択率は高い。しかしながら，奨

学寄附金や受託研究費は研究所の性格から考えると必ず

しも多いとはいえない。 
教員が多くの国際集会の開催に努めるなど，複数の試

みにより，研究所における国際研究交流の努力が見て取

れる。 
 
以上の状況から，要素１の達成の程度は，「おおむね達

成している」と判断できる。 
 
【要素２】諸機能に関する取組の達成状況 

工場及び共同利用施設の稼働率は十分に高い。材料評

価室には研究所のオリジナルなナノ･マイクロ材料評価

装置があり，国内企業のみならず海外大学からも利用さ

れている。 

佐々木重雄基金(奨学寄附金)を活用して若手研究者の

派遣支援が行われているが，この１，２年は利用数が減

っている。その理由の分析と有効利用のための施策の検 

 
討が要せられる。 

中国を中心にアジアの各国からの長期客員研究員を受

け入れている実績を持っている。これら国際交流には，

研究プロジェクト毎に予算等の面で対応している。しか

しながら，これら国際的な共同研究に対する，研究所と

しての組織的取組は弱い。 
 

以上の状況から，要素２の達成の程度は，「おおむね達

成している」と判断できる。 
 

以上の状況から，諸施策及び諸機能の達成状況の項目全

体の水準は，目的及び目標がおおむね達成されているが，

改善の余地もある。 
 
◇特に優れた点及び改善点等 

 
研究コアグループは特色ある取組であり，５つのコア

グループが活動している。「超並列光エレクトロニクス研

究コア」は，COE 形成プログラムの研究推進の母体とな

り，成果をあげている。 
教員の採用に際しては，学外経験等も考慮されている

ものの，結果として現在の教員構成は，学内出身者が多

く占めている。 
科学研究費補助金の採択率は高いが奨学寄附金や受託

研究費は研究所の性格から考えると必ずしも多いとはい

えない。 
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５ 研究の質の向上及び改善のためのシステム 

 
ここでは，対象組織における研究活動等について，そ

れらの状況や問題点を組織自身が把握するための自己点

検・評価や外部評価など，「研究の質の向上及び改善のた

めのシステム」が整備され機能しているかについて評価

し，その結果を「改善システムの機能の状況」として示

している。また，特記すべき点を「特に優れた点及び改

善点等」として示している。 
 
◇改善システムの機能の状況 

 

【要素１】組織としての研究活動等及び個々の教員の研

究活動の評価体制 
自己評価及び外部評価を定期的に実施するシステムが

確立している。研究所公開も毎年開催されている。年に

１ないし２度ほど精研シンポジウムが開催され，外部か

ら 100 人以上の参加を得ている。参加者の半分以上が民

間企業等からである。 

精研総会において教授プレゼンテーションなどが試み

られ，記名及び無記名のアンケート調査が行われている。

総会への所員の出席率も高く，精研総会の目的を果たし

ている。 

 

以上の状況から，要素１の機能の程度は，「十分機能し

ている」と判断できる。 
 
【要素２】評価結果を研究活動等の質の向上及び改善の

取組に結び付けるシステムの整備及び機能状況 
外部評価委員会（平成７，９年度）の進言に対応して

いくつかの施策が実施された。P&I フォーラム（開始年 

平成 13 年度），助教授・助手の任期制及び教授プレゼン

テーションの導入(開始年は共に平成 13 年度)，マイクロ

システム研究センターの設置（平成 12 年度）などがその

例である。しかしながら，外部評価の結果が人事や外部

研究資金に関して，必ずしも反映されているとは言い難

い。 

 

以上の状況から，要素２の機能の程度は，「おおむね機

能している」と判断できる。 

 
以上の状況から，研究の質の向上及び改善のためのシス 

 

テムの項目全体の水準は，向上及び改善のためのシステ

ムがおおむね機能しているが，改善の余地もある。 

 
◇特に優れた点及び改善点等 
 

教授プレゼンテーション，P&I フォーラム開催は，研

究活動の質の向上及び改善に結びついている。 
外部評価の結果が研究所の諸施策に多く活用されては

いるが，人事や外部研究資金に関しては活かされている

とはいえず，改善の余地がある。 
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１ 研究体制及び研究支援体制 

研究部門を越えて結成されているバーチャルな 5 つの

研究コアグループは，研究所を学際的領域に機動性高く

展開する組織とするのに寄与している。研究活性化のた

めに企画委員会，研究体制委員会が設置されており，有

効に機能している。その反面，大きな所帯でないにもか

かわらず委員会の開催頻度が多く，研究活動に支障をき

たすことを危惧する。 

基礎的研究や萌芽的研究，長期間必要とする研究など

の支援を意図して，研究費を教授と助教授に均等に配分

している。リーダーシップ経費を公募によって若手研究

者を対象に重点的に配分している。 

助教授・助手の任期制の導入とともに始められた教授

プレゼンテーションの開催は独特な取組である。 

施設･設備の利用(共同利用を含む)の体制が作られて

いるが，稼働率が高すぎて，共同利用に向けられる時間

に限りがある。 

以上の状況から，この項目全体の水準は，目的及び目

標の達成におおむね貢献しているが，改善の余地もある。 
 
２ 研究内容及び水準 

研究の流動性と弾力性とを研究目的・目標の第一に掲

げ，情報，電気，機械，材料などの分野の研究者を 5 研

究部門に配置するとともに，研究部門を横断するバーチ

ャルな研究組織としての研究コアグループを設け学際的

効果を発揮させて，研究所の機動性を高め，精密工学に

関する世界的レベルの多くの成果をあげている。例えば，

面発光レーザーに関する国際的に高く評価された研究成

果がマイクロシステム研究センターの設置をもたらし，

その成果が，情報通信分野における新産業創成に貢献し

ている。 

 
３ 研究の社会（社会・経済・文化）的効果 

研究目的として研究を通じた産業の発展と人類の幸福

への貢献を掲げて，基盤研究とともにプロジェクト研究

を推進し，その成果を通じて社会に貢献することを旨と

している。面発光レーザーに関する研究のように千億円

規模の産業創出に寄与するとともに，各種の共同研究や

受託研究などを通じても産業界との連携を図っている。 

 
 

 

４ 諸施策及び諸機能の達成状況 
研究コアグループはユニークな取組であり，５つのコ

アグループが活動している。「超並列光エレクトロニクス

研究コア」は，COE 形成プログラムの研究推進の母体と

なり，さらに「マイクロシステム研究センター」に発展

させることに成功している。 
教員の採用に際しては，学外経験等も考慮されている

ものの，結果として現在の教員構成は，学内出身者が多

く占めている。 
科学研究費補助金の採択率は高いが奨学寄附金や受託

研究費は研究所の性格から考えると必ずしも多いとはい

えない。 
中国を中心にアジアの各国からの長期客員研究員を受

け入れている実績を持っている。これら国際交流には，

研究プロジェクト毎に予算等の面で対応しており，研究

所としての組織的取組は弱い。 
以上の状況から，この項目全体の水準は，目的及び目

標がおおむね達成されているが，改善の余地もある。 
 
５ 研究の質の向上及び改善のためのシステム 
自己評価及び外部評価を定期的に実施するシステム

が確立している。研究所公開も毎年開催されている。年

に１ないし２度ほど精研シンポジウムが開催され，民間

企業などからも多数の参加を得ている。教授プレゼンテ

ーション，P&I フォーラム開催は，構成員間の交流と相

互批判により研究活動の質の向上及び改善に結びつい

ている。 
これまで２度行われた外部評価の結果が研究所の諸

施策に多く活用されてはいるが，人事や外部研究資金に

関しては活かされていない。 

以上の状況から，この項目全体の水準は，向上及び改

善のためのシステムがおおむね機能しているが，改善の

余地もある。 

Ⅳ 評価結果の概要  
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 当機構は，評価結果を確定するに当たり，あらかじめ当該機関に対して評価結果を示し，その内容が既に提出され

ている自己評価書及び根拠資料並びに訪問調査における意見の範囲内で，意見がある場合に申立てを行うよう求めた。

機構では，意見の申立てがあったものに対し，その対応について大学評価委員会等において審議を行い，必要に応じ

て評価結果を修正の上，最終的な評価結果を確定した。 

 ここでは，当該機関からの申立ての内容とそれへの対応を示している。 

 

申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 研究の質の向上及び改善のためのシステ

ム 

 

【評価結果】 「◇改善システムの機能の状況」，「【要

素２】評価結果を研究活動等の質の向上及び改善取組に

結び付けるシステムの整備及び機能状況」において，「～

しかしながら，外部評価の結果が人事や外部資金に関し

て，必ずしも反映されているとは言い難い。以上の状況

から，要素２の機能の程度は，「おおむね機能している」

と判断できる」と述べられている。 

 

【意見】 自己評価書第 77 頁下段に記載しているよう

に，「評価結果目的及び目標の見直しを含む研究活動な

ど質の向上及び改善の取組に結びつけるための方策及

びシステムの機能状況は十分に機能している」と判断し

ている。 

 

【理由】 この評価について，自己評価書 74 頁中段よ

り記載した，外部評価で指摘された「3）所員人事の柔

軟化」に関して，助手，助教授に対する任期制の導入や

教授プレゼンテーションのほかに，自己評価書第 62 頁

「観点 B」に記載のとおり，積極的に所外からの人材登

用を行っており，また第 63 頁に記載のとおり，平成 9

～13 年度間に教授 4 名（外部 2 名，学内他部局 2 名）

および助教授 8 名（外部 7 名，学内他部局 1 名），助手

5 名（外部 3 名，学内他部局 2 名）を採用している。（外

部とは第 63 頁データ 4-2 脚注に示すように他大学や企

業である。）現職助教授の 60%，助手の 25%が所外からの

登用である。また，第 64 頁データ 4-4 に示すように，

現職教授の 38%，助教授の 54%，助手の 35%は，１年以

上の期間他大学や企業で専任としての勤務経験がある

者を意図的に採用している。このように外部評価で指摘

された「3）所員人事の柔軟化」については十分機能し

ており，「外部評価結果が人事に関して必ずしも反映さ

 

 

 

【対応】  原文のままとする。 

 

【理由】 教員人事に関しては，平成７年と平成９年の

外部評価において指摘された外部からの採用が，今回の

訪問調査でも少なく，学内出身者が多く占める教員構成

となっている。特に，専任教授 16 名中 15 名が当該大学

出身者で占められている。 

 また，外部研究資金についても，同様に外部評価にお

いて指摘されており，今回の訪問調査においても，外部

研究資金の獲得が特定の研究者や研究グループに依存す

る状況が見られ，研究所全体として見た場合，科学研究

費補助金の採択率は高いが奨学寄附金や受託研究は研究

所の性格から考えて少ないように見えると判断した。 

 以上の理由により原文のままとする。 

 

Ⅴ 意見申立て及びその対応 
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申立ての内容 申立てへの対応 

れているとは言い難い」とは判断していない。 

 次に「外部資金に関して必ずしも反映していない」と

の指摘に関しては，平成 7～12 年度の文部科学省中核的

研究拠点（COE）形成プログラム（６年間で 16 億 8 千万

円）（第 21 頁データ 2-6）を獲得し，本研究プロジェク

トの成果は，マイクロシステム研究センターの設置の

他，自己評価書第 22 頁（データ 2-10）に記載のとおり

平成 11～15 年度の経済産業省大学連携型産業科学技術

研究開発プロジェクト（５年間で 22 億円）に発展させ

た。研究代表者の教官は，本学の方針により資金獲得後，

「フロンティア創造研究センター」に転出し研究を推進

している。このように自己評価書第 74 頁中段の外部評

価で指摘された「5）産業界との連携」を含んだ大型研

究予算の獲得などが行われており，「外部評価結果が人

事や外部資金に関して必ずしも反映されているとは言

い難い」とは判断していない。 
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１ 対象組織の記述 

精密工学研究所は，情報・電気・機械・材料の異なる

分野の研究者を擁し，産業の発展と人類の幸福への貢献

を目的として，精密工学に関する複合領域，境界領域に

おける機動性の高い研究組織を構成し，世界トップレベ

ルの研究を推進してきた。 
これまでの本研究所の特色は以下に集約される。 

1) 新しい学問分野の創出と新産業の萌芽となる個人の

発想に重きを置いた基盤研究と，新産業基盤の技術

開拓を目指すマイクロ・ナノ工学や情報技術に特徴

づけられる先端的なプロジェクト研究をバランスよ

く推進する体制を整えてきた。 
2) 「面発光レーザの研究」など，世界トップクラスの

成果をあげて，卓越した中核的研究拠点を形成し，

新産業創成に大きく貢献した。これは，基盤研究か

らプロジェクト研究，さらに実用化へと大きく展開

した具体例である。 
3) 独自の着想に基づく新しい光・電子デバイスやマイ

クロマシンなどの微小要素を，材料開拓からプロセ

ス・評価技術まで独自に創りあげる「物作り」の伝

統を持ち，このような独自技術が，技術の空洞化を

防ぎ，独創的な研究を生み出す土壌となっている。 
4) 大学技術移転機関を介した民間企業との連携を積極

的に推進し，社会からの要請に応える実用化研究や

知的財産の形成を積極的に推進してきた。 
さらに，将来に向けて，本研究所の特質を生かした先

端的プロジェクト研究をさらに実用化まで推進する体制

を強化する必要があり，研究組織を柔軟に組み替え得る

構想が重要である。萌芽的な基盤研究からプロジェクト

研究へと展開し，その研究サイクルを効果的に持続させ

るためには，プロジェクト研究を推進するための研究部

門の増設が不可欠である。また，世界トップクラスの研

究を維持するために，外部研究資金をさらに積極的に獲

得する体制を作り，それにより充実した先端研究設備を

完備し，また，研究成果をより早く社会に役立てるため

に産官学間の共同研究を一層推進する必要がある。さら

に，デバイスの製作・評価装置の複雑化・高度化に対し

て，強力な研究支援体制の確立が重要であり，本来若手

研究者・学生の指導的立場にある助教授や助手が十分に

研究と指導に専念できる環境の確立が急務である。一方，

本研究所をさらに社会に開かれた組織とするために，研

究成果を広く世界に発信し，産業界との研究協力，海外

との共同研究を推進するために，強力な情報ネットワー

クの構築とその技術支援体制の充実も必要である。 
 
 

 

２ 機構の所見 
精密工学研究所は，東京工業大学の中でも長い歴史を

もつ附置研究所であり，時代の要請に沿い順次拡充し，

平成５年に，情報･電気･機械･材料の分野にわたる学際的

な５大研究部門に改組されている。その後も，中核的研

究拠点形成プログラムを経て，時限付きではあるが，マ

イクロシステム研究センターを設置している。また，｢研

究部門｣を越えた｢研究コアグループ｣を作り，部門や研究

センターの研究プロジェクトなどを立ち上げている。こ

れらの努力の成果として，左欄｢対象組織の記述｣で強調

されている様々な成果を達成している。 

すでに，外部評価を２回受けており，その評価を受け

て新しい取組も実行に移されている。助教授･助手の任期

制や教授プレゼンテーションはその一例である。平成 14

年度には第３回の外部評価が実施されるというが，これ

まで同様にその評価を活かし，研究の一層の充実が図ら

れることを期待する。また，研究目標に掲げられている

ように，経常的に高い水準で国際交流を推進し，国際的

共同研究環境を構築していくことも必要である。 

助教授･助手層に任期制が導入されたことは，この教員

層の研究環境整備の重要性を増大させている。また，大

学内では比較的多い技官を擁しており，その世代交代を

含む中･長期的な採用･育成･活用計画も，強力な研究支援

体制を確立するための検討事項の一つである。 

 

 

◇ 特記事項についての所見 
※ 「対象組織の記述」は，対象組織から提出された 

自己評価書から転載 




